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法人評価・認証評価に対応するデータ収集を

現在、大学には評価の嵐が吹き荒れて

いる。矢継ぎ早に繰り出されるさまざま

な外部評価に追われているのである。実

際、本学もこの先、 21年度に「法人評

価」、 22年度に「認証評価」を受審する

こととなっている。各学部等の評価担当

者は大変な苦労を背負っていることだ

ろう。

そうした評価で常に必要とされるの

は「エピデンス(根拠資料)Jである。

評価の実施主体である大学評価・学位授

与機構の求めるエピデンスには諸種の

ものがあるが、もっとも説得力を持つの

がアンケート調査や質問紙調査により

得られた統計的データとされるのであ

る。事実、機構の通達文の中にはデータ

例として「アンケート」という用語が多

用されている。

具体的なアンケートの種類であるが、

機構が挙げているものには主として、

「卒業生調査Jr企業調査Jr教員調査J

「在学生調査」がある。これらの調査を

通して、教育効果等を把握すべきである

という意図である。こうした調査によっ
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って、例えば、大学の教育理念が学生や

教職員にどの程度周知されているか、大

学が教育理念として掲げている能力を

在学生がどの程度身につけているか、卒

業生は大学の教育にどの程度満足して

いるか、企業は卒業生をどのように評価

しているのか等を明らかにする必要が

あるのである。

本来、そうした調査は、各学部で実施

すべきものである。なぜならば、卒業生

の連絡先を把握しているのも、卒業生の

就職先を把握しているのも、教育理念を

掲げているのも、第一義的には各学部だ

からである。しかしながら、各学部別に

そうした諸種の調査を実施・分析するこ

とは、コスト面や人材面の関係から非常

に難しい。

そこで大学教育センターでは、上に挙

げた4つの調査すべてに関わり、外部評

価のためのデータ収集に努めている。今

回はそのうち「卒業生調査j と「教員調

査」の分析結果を特集として報告する。

各部局が評価作業を進める一助となれ

ば幸いである。


